
 
 

ＥＵ離脱をめぐる英国内政の現状  

・遅くとも３月１２日までに２回目の離脱協定案承認の採決を実施。（注：１回目は１月１５日に大差で否決） 
・上記で可決されなければ，３月２９日に合意なき離脱を行うかどうかを問う動議の採決を実施（３月１３日までに）。 
・合意なき離脱が拒絶された場合，離脱期限を短期間延長（※）するかどうかを問う動議の採決を実施（３月１４日）。 
 ⇒可決されれば，延長をＥＵと合意することを追求し，必要な措置をとる。 
 
 
（※）メイ首相は欧州議会選挙の関係もあり，延長は６月末を超えず１回限りであるべきと主張。 
＊２６日，英政府は合意なき離脱への準備状況を分析した文書を発表。 
（英国政府の準備の現状を説明し，経済全体，国境措置，関税，サービス貿易，規制，製造業，データ流通，市民の権利等への影響を示すもの。通関に伴う企業の追加的な
手続上の負担は130億ポンド、6.3-9%程度の経済成長抑制の見通し（１５年間）等に言及。） 

 ２月２６日，メイ首相はＥＵとの協議状況及び離脱期限延長の可能性を含む今後の方針を議会に説明。 
 ２７日，英議会はメイ首相の方針に留意する決議を可決。ほか，複数の修正案を可決。 
 英議会審議は，３月中旬が重要局面。 

メイ首相が示した今後の議会審議方針 

平成３１年２月２８日現在 
外務省 

ラッド雇用年金相他２名の閣僚が離脱期限延長を求めるべきと表明し，クーパー議員（労働党）提出の離脱期限
延長に関する修正案への超党派支持も見込まれたことから，同議員提案の内容をほぼ受け入れた形。 

 
 

議会による修正案（２７日の採決結果） 

背景 

市民の権利に関する修正案（超党派議員提出）･･･全会一致で可決（政府支持） 

• 市民の権利に関する離脱協定の内容を英国のＥＵ離脱に先立ち実施するとの英ＥＵ合同コミッ
トメントを可及的速やかに追求すべきことを政府に求めるもの 

メイ首相の今後の議会審議方針に留意する修正案（クーパー議員（労働党）等提出） 
  ･･･５０２対２０で可決（政府支持） ※一部保守党強硬離脱派は反対に回った。 

 包括的関税同盟，単一市場との緊密な整合等の労働党方針を政治宣言に反映すること等を求め
る労働党修正案は否決。 

その他 25 

SNP 35 
自民党 11 

労働党 
243 

DUP 10 

保守党 
313 

英下院の構成（２月２７日現在） 

※議席数は６５０。可決には過半数（３２０
票）必要。 
※採決に参加しない議長（１名（元保守
党））・副議長（保守党１名、労働党２名）、
登院しないシン・フェイン党（７名），欠員
（１名）を除いている。 

計６３８ 

 下院による離脱協定案承認の見通しは依然不透明のまま。 
 離脱期限延長に関する下院審議，ＥＵとの交渉についても予断を許さず。 
 労働党の再国民投票に関する今後の具体的方針も要注視。 
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ＥＵ離脱をめぐる英国内政の現状  
平成３１年２月２８日現在 

外務省 

保守党：親ＥＵ派は，閣僚も含めて離脱期限延長を公然と要求。離脱強硬派は，引き続きバックストップの
変更を主張（離脱期限延長を批判。法的拘束力のある附属文書でも支持する等の発言があり，反対姿勢を弱めているとの報道あり）。 

 ＤＵＰ：バックストップについて離脱協定の法的拘束力ある変更を求める。合意あり離脱を選好。期限延長
は合意妥結を何ら助けないとしているが，期限延長の採決における賛否は不明。 

労働党：再国民投票支持の８名の議員が党の離脱方針等を批判し，離党。執行部は，27日の採決で関税同盟等を内
容とする修正案が否決されれば再国民投票を支持すると表明していたが，今後の方針は明らかにしていない（26日，

コービン党首は，下院が承認した離脱合意に対する確認的な国民投票を行わなければならない旨発言。） 

 SNP：期限延長後も含めた合意なき離脱に反対。再国民投票に向けた秋までの期限延長に言及。 

自民党：再国民投票実施のための離脱期限延長を要求。 

 
 

各党の情勢 

最も良い首相 政党支持率 

保守党３８％ 
労働党３８％ 

（２０１９年２月１日～５日） 

保守党 

労働党 

自民党 

（出典）Ipsos Mori 

（％） 

2017年 2018年 

メイ首相 

コービン党首 

メイ首相３９％ 
コービン党首１６％ 
（２０１９年２月２２日～２３日） 

（出典）YouGov 

2016年 2019年 



平成29年3月30日 
外務省 

メイ首相の提示した今後の審議日程 平成３１年２月 
外務省 

政府は「３月２９日に合意なき離脱を支持するか
否か」を問う動議を下院に提出→下院が審議 

（ＥＵとの協議結果を踏まえた）離脱協定案の採決 

・英政府とEUが交渉 

・議会承認含む必要
な法的措置 合意なき離脱 

合意あり離脱 

政府はEU離脱期限の短期間延長を
問う動議を下院に提出→下院が審議 

3/29 

3/12まで 

3/13まで 

3/14 

可決 

否決 可決 

否決 

否決 可決 

6月末 離脱期限延長 

延長に向けた 
措置がなければ 

・英政府とEUが交渉 

・議会承認含む必要な
法的措置 

実施法制定 

実施法制定に必要な限度
で離脱期限延長の可能性 

※延長幅は修正
により変更され
る可能性あり 



平成29年3月30日 
外務省 

ＥＵ離脱協定案（概要） 

前文 
 

第１部：共通規定【第１条－第８条】 
 

第２部：市民の権利【第９条－第３９条】 
 

第３部：離脱規定【第４０条－第１２５条】 
 

第４部：移行期間【第１２６条－第１３２条】 

第５部：財政規定【第１３３条－第１５７条】 
 

第６部：制度及び最終規定【第１５８条－第１８５条】 
 

議定書 
 

附属書Ｉ～ＩＸ 

 

市民の権利 
 移行期間終了までに英国に居住を開始したＥＵ市民及びＥＵ各国に居住を開始した英国民は，移行期間終了後も居
住・就労・勉学を継続できる。 

 受入国は，当該居住者に対し，これらの権利を付与する新たな居住資格への申請を求めることができる。 
 

財政処理 
 英国は２０１９年及び２０２０年のＥＵ予算を引き続き支払う。分担割合は，関連するＥＵ規則に従い，原則として，２０
１４年から２０２０年までの英国及びＥＵ加盟国の利用可能な独自財源の割合に基づいて決定する。 

 英国は，２０２０年１２月３１日までに発生したＥＵの債務（年金を含む）のうち応分の負担を行う。 
 

アイルランド及び北アイルランドに関する議定書 
 移行期間終了までに，将来関係において，南北アイルランドの物理的国境を避ける長期的措置が成立していない場
合，英国全体に暫定的なＥＵとの「単一関税領域」を設定（いわゆる「バックストップ」）。北アイルランドは，ＥＵの単一
市場と密接な規則・規制下に置かれる。 

 合同委員会は，議定書の全部又は一部の適用の終了について，検討し，決定する。 
 英国は，将来関係成立への進捗状況を考慮して，移行期間延長の要求も可（合同委員会が決定）。 
 

移行期間 
 ２０２０年１２月３１日までの移行期間を設ける。 
 移行期間中はＥＵ法が英国に適用され，英国はＥＵが締結した国際約束における義務に拘束される。 
 合同委員会は，２０２０年７月１日までに，１回に限り，１年又は２年の移行期間延長を決定できる。 

主な項目 

（全５８４頁） 



平成29年3月30日 
外務省 英ＥＵ間の将来関係の枠組みに関する政治宣言案（概要） 

経済パートナーシップ 
 物品：自由貿易地域を創設する包括的な取決め。単一関税領域に基づく野心的な関税取決めにより，全ての分野
の物品について，関税，手数料，数量制限なし。 

 サービス及び投資：野心的，包括的かつバランスのとれた取決め。サービス貿易に関し，ＷＴＯの約束をはるかに上

回る自由化レベルを実現し，ＧＡＴＳ第５条に従って相当な範囲の分野を対象とする。市場アクセス及び内国民待遇
に関する規定。専門資格に関する適当な取決め。資本の自由な移動及び支払を可能にする規定。 

 金融サービス：英国のＥＵ離脱後，英ＥＵ双方において，可及的速やかに同等性評価を開始。２０２０年６月までに結

論を出すよう努力。 
 デジタル：電子商取引，データの越境流通，オープンかつ安全なオンライン環境の構築の促進のための規定。 

 モビリティー：商用目的での自然人の一時的入国及び滞在に関する取決め，短期訪問者の査証免除等。 

 運輸：包括的な航空輸送協定。旅客及び貨物輸送事業者に対する同等の市場アクセス。 
 対等な競争条件：補助金，競争，社会及び雇用に関する基準，環境基準，気候変動及び関連税制等。 
 

今後のプロセス 
 ２０２０年末までの将来関係妥結に向け，離脱協定発効後可及的速やかに公式な交渉プロセス開始。 

主な項目 

第１部：協力の基礎 
共通の価値／高水準な個人情報保護へのコミットメント／英国によ
るＥＵのプログラムへの参加条件／共通の利益に係る対話及び交
流 

 

第２部：経済パートナーシップ 
物品／サービス・投資／金融サービス／デジタル／知的財産・公共
調達／モビリティー／運輸／エネルギー／漁業機会／国際協力／
対等な競争条件 

第３部：安全保障パートナーシップ 
刑事分野における法執行及び司法協力／外交・安全保障及び防衛 

 

第４部：制度的アレンジメント 
構造／ガバナンス 

 

第５部：今後のプロセス 
 

（全２６頁） 


